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福井県 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 対象地域 事業税 
大規模償却資産の取得

に係る固定資産税 
不動産取得税 

特定地域等の振興

を促進するための

県税の課税の特例

に関する条例 

S44.3 ○指定なし 

＊地域経済牽引事業計画について、県から

の承認および国の確認を受けていること 

促進区域 ― ○３年間 

○課税免除 

○取得時 

○課税免除 

○製造業、農林水産物等販売業、旅館業、

情報サービス業等 

○工業生産設備取得額 500 万円以上 

産業振興促進区域 ○３年間 

○不均一課税 

○３年間 

○課税免除 

○取得時 

○課税免除 

○製造業、道路貨物運送業、倉庫業、こん

包業、卸売業 

○工業生産設備取得額 2,700万円超 

○増加雇用者数 15 人超（製造業以外） 

原子力発電施設等立

地地域 

○３年間 

○不均一課税 

○３年間 

○不均一課税 

（倉庫業を除く） 

○取得時 

○不均一課税 

○本社機能を有している業務施設 

※事務所（調査・企画部門、情報処理部

門、研究開発部門、国際事業部門、情報

サービス事業部門、管理業務部門）、研

究所、研修所 

○設備の取得価額の合計額 3,800 万円以上

（中小事業者等 1,900 万円以上） 

 

＊特定業務施設整備計画について、県の認

定を受けた認定事業者であること 

地方活力向上地域 ○３年間 

○課税免除 

※東京 23 区から、従業員お

よび本社機能を移転する

ことが必要 

○不均一課税 

※東京 23 区以外の三大都市

圏から、従業員および本

社機能を移転することが

必要 

― ○取得時 

○課税免除 

※東京 23 区からの

移転に限る 

○不均一課税 
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〈補助金〉 

条例名・制度名 制定年月 対象者 対象者の要件 対象地域 

交付条件 

補助対象事業等 補助額等 
１回当たり交

付限度額 

１企業グルー

プ当たり総交

付限度額 

企業誘致補助金 R3.4 ○県または県と市

町が共同で誘致

等した県外企業

（ただし、物流

関連産業および

県営団地※１で

の事業にあって

は、県内企業も

含む） 

○新規立地および

本県での工場等

の事業開始から

10 年以内に着手

する 2 回目以降

の新増設を行う

もの（ただし、物

流関連産業、県

営団地での事業

および本社機能

○一般製造業Ａ 

投下固定資産額 5 億円以上

かつ新規雇用者 10 人以上 

 

○事業が先進性を有すること 

○事業開始 5 年後の付加価値

額（労働生産性）計画値が各

業種の県平均を上回ること 

○県内全域 ○投下固定資産額 

①土地取得経費（土

地取得等契約締結

日から 3 年以内に

事業開始した場合

に限る）および造

成経費 

②工場等の建設経費 

③機械設備等の取得

経費 

④事業用に土地建物

を賃借する場合の

36ヵ月間の土地建

物賃借料（先端デ

ータセンター※２

および情報サービ

ス業が対象） 

○投下固定資

産額×10％ 

○１億円 ○嶺北地域 

 ８億円 

○嶺南地域 

 12 億円 

○一般製造業Ｂ 

投下固定資産額 10 億円以上

かつ新規雇用者 30 人以上 

 

○事業が先進性を有すること 

○事業開始 5 年後の付加価値

額（労働生産性）計画値が各

業種の県平均を上回ること 

○４億円 

○先端技術産業※３Ａ 

投下固定資産額 10億円以上

かつ新規雇用者５人以上 

○投下固定資

産額×20％ 

○１億円 ○30 億円 



 3 

と一体的に整備

するものにあっ

ては 10年を超え

るものも含む） 

 

○先端技術産業Ｂ 

投下固定資産額 10 億円以上

かつ新規雇用者 10 人以上 

○３億円 

○先端技術産業Ｃ 

投下固定資産額 10 億円以上

かつ新規雇用者 20 人以上 

○６億円 

○先端技術産業Ｄ 

投下固定資産額 10 億円以上

かつ新規雇用者 30 人以上 

○10 億円 

○物流関連産業※４ 

投下固定資産額５億円以上

かつ新規雇用者 20 人以上 

○６億円 ○18 億円 

○情報サービス業※５ 

投下固定資産額 3,000 万円

以上かつ新規雇用者 10 人以

上 

○投下固定資

産額×20％ 

○土地建物賃

借料×25％ 

○２億円 

（うち賃借料

2,000万円/年

[３年間]） 

○４億円 

○県または県と市

町が共同で誘致

等した県外企業

（ただし、県営

団地での事業に

あっては、県内

企業も含む）の

うち、県内で本

社機能の新増設

を行う企業 

○本社機能※６ 

新規雇用者５人以上 

（Ｕ・Ｉターン者のみの場合

は３人以上） 

○投下固定資産額 

①土地取得経費（土

地取得等契約締結

日から 3 年以内に

事業開始した場合

に限る）および造

成経費 

②事務棟等の建設経

費 

○投下固定資

産額×25％ 

○土地建物賃

借料×25％ 

○３億円 

（うち賃借料

2,000万円/年

[３年間]） 

○６億円 
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③機械設備等の取得

経費 

④事業用に土地建物

を賃借する場合の

36 ヵ月間の土地建

物賃借料 

○県または県と市

町が共同で誘致

等した企業で、

令和 6 年 3 月 31

日までに着工す

るホテル 

○ホテル※７ 

投下固定資産額 80 億円以上

かつ新規雇用者 30 人以上 

 

○客室数が 200 室以上 

○平均客室面積が 20 ㎡以上

であり、40 ㎡以上の客室を

有する 

○1,000 人規模のコンベンシ

ョン機能を有する 

○レストランおよびカンファ

レンスルームを複数有する 

○投下固定資産額 

①土地取得経費（土

地取得等契約締結

日から 5 年以内に

事業開始した場合

に限る）および造

成経費 

②ホテルの建設経費 

③機械設備等の取得

経費 

○投下固定資

産額×25％ 

○20 億円 

○県または県と市

町が共同で誘致

等した県外企業

および県内企業 

○新規立地および

本件での新設ま

たは増設を行う

工場等 

○地域経済牽引事業 

 

○県の基本計画に基づき、地

域経済牽引事業計画を作成

し、県の承認を受けること 

○県のプロジェクト等を推進

できる技術やノウハウを持

ち、県のプロジェクト等に

○投下固定資産額 

①土地取得経費（土

地取得等契約締結

日から 3 年以内に

事業開始した場合

に限る）および造

成経費 

○投下固定資

産額×25％ 

○土地建物賃

借料×25％ 

○10 億円 ○30 億円 
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協力すること 

○知事が特に支援が必要と認

めること 

②工場等の建設経費 

③機械設備等の取得

経費 

④事業用に土地建物

を賃借する場合の

36 ヵ月間の土地建

物賃借料 

○企業誘致補助金

の交付対象事業

者のうち、新規

立地に該当する

もの 

○先端技術産業 

○地域経済牽引事業 

○事業活動費 

①製品搬送費 

（先端データセンタ

ーについては、通

信回線料） 

②工業用水道料 

③燃料費 

④電気料 

⑤土地建物賃借料 

○事業活動費

×10～50％ 

（補助率は雇

用者数に応

じて変動） 

○1,000 万円

～１億円 /

年[３年間] 

（限度額は雇

用者数に応

じて変動） 

― 

○県外企業（ただ

し、県営団地で

の事業にあって

は、県内企業も

含む） 

○工場および本社

機 能 の 新 規 立

地、新設または

増設（機械・設備

等の移転のみも

○一般製造業 

○先端技術産業 

○地域経済牽引事業 

○本社機能 

 

○県外工場および本社機能の

一部を閉鎖し県内で投資が

発生すること 

○事業開始から 2 年以内に新

規雇用者を 3 人以上雇用す

○機械・設備の移転

に伴う経費 

○従業員の転入に係

る経費 

 

○機械装置等

の移転に伴

う経費、従業

員の転入に

係る経費×

50％ 

○２千万円 ― 

○Ｕ・Ｉターン者新

規雇用 

○50 万円／人 ○5,000 万円 
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増設とみなす） ること 

○企業誘致補助金

の補助対象事業

者 

○一般製造業 

○先端技術産業 

○物流関連産業 

○情報サービス業 

○本社機能 

○ホテル 

○地域経済牽引事業 

○給与加算（水準維

持）※８ 

○投下固定資

産額＋５％ 

○土地建物賃

借料が補助

対象となる

場合は、土地

建物賃貸料

＋５％ 

各区分限度額

内 

各区分限度額

内 

○給与加算（高水準）

※９ 

○投下固定資

産額＋10％ 

○土地建物賃

借料が補助

対象となる

場合は、土地

建物賃貸料

＋10％ 

○子育て世帯※10 雇

用 

○子 1人の場合

は 30 万円、 

2 人目以降 10

万円加算 

○50 万円／世帯 

○5,000 万円／企業グループ 

○社宅建設費※11 ○投下固定資

産額×10％ 

○１億円 各区分限度額

内 

○住居賃借料※12 ○住居賃借料

×50％ 

○2,000 万円 

○社員ファースト環 ○投下固定資 ○2,000 万円 
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境※13 整備 産額×50％ 

○テレワーク環境※

14 整備 

○300 万円 

○一般製造業 

○先端技術産業 

○物流関連産業 

○情報サービス業 

○ホテル 

○地域経済牽引事業 

○Ｕ・Ｉターン者新

規雇用 

○50 万円／人 ○5,000 万円 

○本社機能 ○新規雇用 

○一般製造業 

○先端技術産業 

○地域経済牽引事業のうち、

製造業 

○受入支援加算 ○投下固定資

産額＋10％ 

○土地建物賃

借料が補助対

象となる場合

は、土地建物賃

貸料＋10％ 

各区分限度額内 

※１ 県営団地…テクノポート福井・若狭テクノバレー 

※２ 先端データセンター…クラウドコンピューティングの中核技術であるソフトウェア開発技術、ネットワーク通信技術、セキュリティ技術、省エネルギー技術などの高度

情報技術を有するもの 

※３ 先端技術産業…製造業であって、「福井経済新戦略（平成 31年 3 月改訂版）」に基づくオープンイノベーション推進機構が実施する主なプロジェクト（「宇宙産業」、

「炭素繊維」、「ヘルスケア」、「IoT、AI、ロボット」）およびものづくりの革新（ITの活用によるインダストリー4.0、IoT）、ならびに次世代自動車に寄与する原材

料、加工、半製品、製品製造のための高度技術を有するもの、または情報サービス業のうちデータセンターであって、クラウドコンピューティングの中核技術であるソ

フトウェア開発技術、ネットワーク通信技術、セキュリティ技術、省エネルギー技術などの高度情報技術を有するもの 

※４ 物流関連産業…産業分類に掲げる「道路貨物運送業」、「倉庫業（ただし水面木材倉庫業を除く）」、「貨物運送取扱業」、「港湾運送業」、「卸売業」および物流施

設を設置する「小売業」であって、本県を除く複数の都道府県に対して本県内への発送量を上回る貨物の発送を行う業 
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※５ 情報サービス業…産業分類に掲げる情報サービス業のうち、受託開発ソフトウェア業、組み込みソフトウェア業、ゲームソフトウェア業、パッケージソフトウェア業、

情報処理サービス業、情報提供サービス業およびインターネット附随サービス業、ならびにこれらに準ずると知事が特に認めた事業に該当するもの（データセンターを

含む） 

※６ 本社機能…調査・企画部門（事業、製品、商品の企画・立案や市場調査を行っている部門など）、情報処理部門（自社社内業務としてシステム開発やプログラム作成等

を専門的に行っている部門など）、研究開発部門（基礎研究、応用研究、開発研究を行っている部門など）、国際事業部門（輸出入に伴う貿易業務や海外事業の統括を

行っている部門など）、その他管理業務部門（総務、経理、人事、その他管理業務を行っている部門など）の事務所および研究所、研修所 

※７ ホテル…旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）第 2 条第 2 項に規定する旅館・ホテル営業の用に供する施設（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

23 年法律第 122 号）第２条第６項第４号に規定する施設を除く）のうち、国際的な知名度と高い評価を得ている（STR グローバル社が定めるチェーンスケールのうち、

Luxury（最高級）、Upper Upscale（高級）または Upscale（上級）に該当することをいう）もの 

※８ 給与加算（水準維持）…都市圏に本社を置く企業が県内新規雇用者の給与水準を都市圏と同等として、本県に立地した場合 

※９ 給与加算（高水準）…県内新規雇用者の給与を東京都の各年齢別平均給与を上回る給与として、本県に立地した場合 

※10 子育て世帯…Ｕ・Ｉターン者のうち、中学３年生までの子供を持つ世帯 

※11 社宅建設費…企業がＵ・Ｉターン者を居住させる住居施設を新たに建設するための経費 

※12 住居賃借料…Ｕ・Ｉターン者にかかる住居の賃貸借料のうち企業が負担する経費 

※13 社員ファースト環境…カフェテリア、レストルーム、コワーキングスペース、テラス、パウダールーム、授乳室、託児所などで社員が働きやすい環境を創出するため、

新たに整備・改修等するもの 

※14 テレワーク環境…テレワーク実施に要するシステム導入など 
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〈補助金〉 

条例名・制度名 制定年月 対象者 対象者の要件 対象地域 
交付条件 

補助対象事業等 補助額等 限度額 

サテライトオフィ

ス誘致補助金 

R3.4 ○オフィスを設置

する県外事業者 

○新規立地および

新規立地時の事

業開始から 10 年

以内に着手する

2 回目以降の新

増設を行う事業

者 

○事業開始１年以内にＵ・Ｉターン新

規雇用者１人以上 

○制度を有

する市町 

○投下固定資産額 

①土地建物取得・改修経費 

②土地建物賃借料 

③事務機器等取得費 

④事務機器等リース料 

○投下固定資産額

×50％ 

○750 万円[３

年間] 

○通信回線料 ○通信回線料×

100％ 

○Ｕ・Ｉターン者新規雇用 ○30 万円／人 ○270 万円 

○子育て世帯雇用 ○子 1 人の場合は

30 万円、2 人目以

降 10 万円加算 

○50 万円／世

帯 

○450 万円／企

業グループ 

○住居賃借料 ○住居賃借料×

50％ 

○180 万円 

○事業開始１年以内に新規雇用者３

人以上 

○投下固定資産額 

①土地建物取得・回収経費 

②土地建物賃借料 

③事務機器等取得費 

④事務機器等リース料 

○投下固定資産額

×50％ 

○ 1,500 万 円

[３年間] 

○通信回線料 ○通信回線料×

100％ 
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○Ｕ・Ｉターン者新規雇用 ○50 万円／人 ○270 万円 

○子育て世帯雇用 ○子 1 人の場合は

30 万円、2 人目

以降 10万円加算 

○50 万円／世

帯 

○450 万円／企

業グループ 

○住居賃借料 ○住居賃借料×

50％ 

○180 万円 

 

 

〈補助金〉 

条例名・制度名 制定年月 対象者 対象者の要件 対象地域 
交付条件 

補助対象事業等 補助額等 限度額 

県内成長企業生産

拠点拡大促進補助

金 

H22.4 ○先端技術産業に

新規参入する県

内企業 

○県内工場の雇用者が 100 人以上で

あり、操業開始日から１年経過した

時においても当該人数が維持確保

されていること 

○投下固定資産額 10 億円以上 

○立地市町が助成を行うこと 

○県内全域 ○投下固定資産額 

①土地の購入経費および

造成に要する経費 

②工場等の建設に要する

経費 

③機械装置等の取得に要

する経費 

○投下固定資産額

×10％ 

○３億円※ 

○先端技術産業営

む県内企業 

○投下固定資産額 10 億円以上かつ新

規雇用者５人以上 10 人未満 

○投下固定資産額 

①土地の購入経費および

造成に要する経費 

②工場等の建設に要する

経費 

○投下固定資産額

×20％ 

○１億円※ 

○投下固定資産額 10 億円以上かつ新

規雇用者 10 人以上 20 人未満 

○３億円※ 

○投下固定資産額 10 億円以上かつ新

規雇用者 20 人以上 30 人未満 

○６億円※ 
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○投下固定資産額 10 億円以上かつ新

規雇用者 30 人以上 

③機械装置等の取得に要

する経費 

○10 億円※ 

○上記対象者に対し ○Ｕ・Ｉターン者新規雇用 ○50 万円／人 ○5,000 万円 

○社宅建設費 ○投下固定資産額

×10％ 

○１億円 

○住居賃借料 ○住居賃借料×

50％ 

○2,000 万円 

 ※ 立地市町の交付額を上限とする。 

 

 

〈融資〉 

条例名・制度名 制定年月 対象者 対象者の要件 対象地域 
融資条件 

融資対象事業等 融資額等 限度額 

企業立地促進資金

融資 

S57.10 ○県または市町

の誘致企業 

○発電用施設の周辺地域の住民

３人または新規雇用従業者の

2/10 のいずれか多い人数以上

を新たに雇用する予定がある

こと 

○県内全域 ○土地、建物、機械設

備 

○利率 1.50％以下 

○貸付期間 15 年（うち

据置２年） 

○５億円 

（知事が特に必要と

認めた場合 10 億

円） 

 


	福井県

